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１１月臨時社長記者会見概要 

 

〇䬢口社長からの説明事項 

本日は、お忙しい中、急遽お集まりいただき、ありがとうございます。 

 

 当社は、本日、経済産業大臣に、小売規制料金の値上げに係る「特定

小売供給約款」の変更を申請いたしました。 

今回の値上げ申請は、２０１３年９月の電気料金改定の申請を行った

２０１３年２月以来、９年ぶりとなります。 

 

〇小売規制料金の値上げ申請に至った背景について 

最初に、これまでもご説明してきた内容でありますが、今回の値上げ

申請に至った背景につきまして、触れさせていただきます。 

 

２０２２年２月のロシアによるウクライナ侵攻を受け、燃料価格や 

卸電力取引市場の価格が高騰していることなどから、当社は、今年度の

連結決算において２年連続の純損失となる見通しであり、自己資本比率

も東日本大震災直後を下回る水準まで低下する見込みとなっております。 

このため、既に、自由化部門のお客さまの電気料金につきましては、

今月１１月以降、「高圧以上の電気料金単価見直し」および「低圧自由

料金プランの燃料費調整制度における上限設定の廃止」を実施させて 

いただいております。 

 

一方、規制部門のお客さまの電気料金については、電力小売全面自由化

後も、需要家保護の観点から、旧一般電気事業者が最終的な供給責任を

負う「経過措置料金」として位置づけられていることに鑑み、可能な

限り現行の水準を維持するよう努めてまいりました。 

 

しかしながら、本年６月以降は燃料費調整制度の平均燃料価格が上限

価 格 を 超 過 す る 水 準 で 推 移・拡 大 し 、そ の 超 過 分 を 当 社 が 負 担 す る

「逆ザヤ」の状態が続いております。これにより、これまでに当社が

持ち出した負担額は、１０月末までの累計で２１２億円にのぼり、この

うち、規制料金分は１１９億円を占めております。 

 

また、電力需給構造の変化により、現行の電気料金収入では、固定費を

賄いきれない状況が継続しております。 

そのため、２０２１年度までは黒字を維持してきた規制部門につき

ましても、今年度の最終損益が５５０億円程度の赤字に転落する見通しと

なっております。 
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このままでは安定的な燃料調達や、電力設備の更新・修繕などへの

投資を十分に行うことができず、電力の安定供給に支障を来しかねない

非常に厳しい状況にあることから、大変苦渋の決断ではありましたが、

本日、小売規制料金について、最大限の経営効率化の実施を前提に、

値上げを申請させていただきました。 

 

〇小売規制料金の値上げ申請の内容について 

続きまして、本日申請いたしました、規制料金値上げ申請の概要に

ついて、ご説明いたします。 

 

今回の規制料金の算定にあたりましては、国が定める「特定小売供給

約款料金算定規則」に則っており、２０２３年度から２０２５年度まで

の３年間を、「原価算定期間」としております。 

 

そのうえで、算定期間における会社全体の総コストに該当する総原価

を算定した結果、送配電関連費を含む総原価は、３カ年平均で、前回の

２０１３年の改定時を大幅に上回る２兆１，６３６億円となり、その内数

である規制部門の原価は年間３，４９４億円となりました。 

これに対し、現在の規制料金を維持した場合における収入の見通しは、

年間２，６２８億円となることから、来年４月１日からの、平均３２．

９４％の値上げを申請させていただきました。 

 

大幅な値上げ申請となり、大変心苦しい限りですが、何卒ご理解を

賜りますよう、お願いいたします。 

 

当社は、これまでに、前回改定時の料金原価に織り込みました１，１３９億円

の効率化を達成してまいりましたが、今回の総原価につきましては、

さらに効率化の取り組みを深掘りし、すでに着手している取り組みとして

８４８億円に加えて、今後の取り組みとして、さらに３１１億円の効率化

を織り込み、あわせて１，１５９億円の原価低減を図っております。 

しかし、これだけの効率化を織り込んでもなお、燃料費や購入電力料

の大幅な増加を吸収しきれない状況となっております。 

  

お客さまの値上げ影響についてご説明いたします。 

 

 契約種別により値上げ率は異なりますが、一般的なご家庭向けの従量

電灯Ｂのモデルケースである、契約電流３０Ａ、ご使用量２６０ｋＷｈ

の お 客 さ ま の 場 合 、 現 在 の お 支 払 額 か ら ２ ， ７ １ ７ 円 、 率 に し て    

３１．７２％の値上げとなる見込みです。 
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 今回の値上げ申請にあたりましては、燃料費の高騰が主な要因である

ものの、近年の再生可能エネルギーの普及・拡大や販売競争の激化により、

火力発電の稼働率が低下するなど、需給構造が大きく変化していること

を踏まえ、固定費部分に相当する基本料金についても見直すこととし、

基本料金、電力量料金をそれぞれ値上げすることといたしました。 

 なお、２０２３年４月には、お客さまに電気をお届けするために使用

するネットワーク設備の利用料金である「託送料金」が見直されること

となっておりますが、今回お示しした値上げ後の料金単価には含めて 

おりません。 

 今後、託送料金が確定次第、基本料金、電力量料金に反映することと

なりますので、値上げ幅が増加する可能性もございます。 

 

 一方で、今回の申請内容につきましては、今後の託送料金の状況も

踏まえた形で、国の料金制度専門会合で審議・認可されることから、現時点

で値上げ幅などが確定したものではございません。 

  

今回の値上げ申請の内容につきましては、当社ホームページ内に設置

する専用ページなどを通じて広くお知らせするとともに、お客さまとの

あらゆる接触機会を通じて、丁寧にご説明してまいります。 

また、お客さまからのご質問などをお受けする専用のフリーダイヤル

を設置いたします。 

 

当社といたしましては、引き続き、徹底した経営効率化に取り組み、

お客さまに安定的に電力をお届けするとともに、少しでもお客さまの

ご負担軽減につながるよう、電気の効率的なご利用方法のご提案に取り

組んでまいります。 

 

〇申請にあたっての原子力発電の取り扱い 

 原価算定期間における、原子力発電所の運転計画について、ご説明

いたします。 

  

国の料金算定規則によりますと、会社全体の総コストである総原価の

算定にあたっては、「供給計画等を基に算定する」こととされております。 

向こう１０年間の供給力などを取りまとめた供給計画では、当社原子力

発電所のすべてのプラントについて、供給力を「未定」としております。 

これによれば、向こう３年間の原価算定期間におきましては、原子力  

の稼働を織り込まないことが原則となりますが、当社といたしましては、

新規制基準への適合性に関する原子炉設置変更許可、ならびに工事計画

認可を受けている女川２号機について、２０２４年２月に再稼働するもの
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として、今回の料金原価の算定に運転を織り込むことといたしました。 

 

女川２号機については、２０２１年１２月の工事計画認可を踏まえ、

設備の詳細設計が決まったことから、改めて、安全対策工事費の精査を

進めてまいりました。その結果、発電所全体の安全性を確保するために

必要な、共用施設に関わる安全対策工事費を含めて、５，７００億円

程度と評価いたしました。今回の申請にあたりましては、この工事費を

前提に、原価算定期間における減価償却費を算定しております。 

 

 なお、一定の前提を置いた試算ではありますが、今回申請した料金の

燃料費水準で評価しますと、女川２号機の稼働を原価に織り込むことに

より、安全対策工事の竣工に伴う減価償却費や修繕費の増加を見込んでも、

燃料費等の低減により年間で１，０００億円程度、料金原価を低減する

効果があり、これにより、値上げ幅において５％程度の抑制が図られて 

おります。 

当社といたしましては、原子力発電所の再稼働に向けて、今後とも

安全を最優先に、全力で取り組んでまいります。 

 

〇低圧自由料金の取り扱い 

以上が、小売規制料金の値上げ申請の概要となりますが、今回の規制

料金にあたりましては、現在の需要や電源構成などの状況を踏まえ電気

料金の単価や燃料費調整額の算定諸元について、全面的に見直している

ことから、同じ低圧の自由料金についても取り扱いを見直すこととし、

平 均 で 、 １ ｋ Ｗ ｈ あ た り １ ． ６ ４ 円 の 値 上 げ を お 願 い す る こ と と   

いたしました。 

 

また、低圧自由料金のうち、オール電化向けの料金プランなど、現在、

お客さまにご契約いただいております、夜間単価を設定している料金

プランにつきましては、今ほどの単価の値上げに加えまして、夜間単価

を４．９５円引き上げ、昼間単価を１．９８円引き下げし、昼間と夜間

の単価差の見直しを行います。 

 

本日、私からは以上です。 

以 上 


